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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第３区分
【発行日】平成29年11月30日(2017.11.30)

【公開番号】特開2016-136343(P2016-136343A)
【公開日】平成28年7月28日(2016.7.28)
【年通号数】公開・登録公報2016-045
【出願番号】特願2015-11499(P2015-11499)
【国際特許分類】
   Ｇ０７Ｄ   9/00     (2006.01)
   Ｅ０５Ｃ  19/06     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０７Ｄ    9/00     ４０８Ｅ
   Ｅ０５Ｃ   19/06     　　　Ｃ

【手続補正書】
【提出日】平成29年10月18日(2017.10.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　媒体を内部に収納する収納基体と、
　前記収納基体が所定の装填位置に装填され、又は前記収納基体が当該装填位置から所定
の引出方向へ引き出される装填基体と、
　前記収納基体又は前記装填基体の一方である第１基体側に設けられた第１係合子と、前
記収納基体又は前記装填基体の他方である第２基体側に設けられた第２係合子とを係合さ
せることにより、前記収納基体を前記装填基体の前記装填位置に固定する固定部と、
　前記固定部に設けられ、前記収納基体が前記装填基体の前記装填位置に装填されている
ときに前記第１係合子及び前記第２係合子を係合させる一方、所定の第１外力が加えられ
た場合に、前記第１係合子及び前記第２係合子の係合を解除させる第１解除部と、
　前記収納基体が前記装填基体の前記装填位置に装填され、前記第１係合子及び前記第２
係合子が係合した固定状態において、前記収納基体に対し前記第１外力よりも強い第２外
力が前記引出方向へ加えられた場合に、前記第１係合子及び前記第２係合子の係合を解除
させる第２解除部と
　を具えることを特徴とする装填位置固定装置。
【請求項２】
　前記第１解除部は、前記固定状態と、前記第１係合子及び前記第２係合子の係合が解除
された解除状態との間で、位置を変化させることにより状態の相違を通知する通知部をさ
らに具える
　ことを特徴とする請求項１に記載の装填位置固定装置。
【請求項３】
　前記通知部は、前記第１解除部において前記第１外力が加えられる操作部の一部である
　ことを特徴とする請求項２に記載の装填位置固定装置。
【請求項４】
　前記第２解除部は、前記第２外力が前記引出方向へ加えられた場合に、前記第１係合子
及び前記第２係合子の係合を解除させた後、前記第１解除部を前記解除状態に遷移させる
　ことを特徴とする請求項２に記載の装填位置固定装置。
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【請求項５】
　前記第１解除部は、前記装填基体に対し前記収納基体が装填される場合に、当該装填基
体が前記装填位置に到達して前記第１係合子及び前記第２係合子が係合するまで、前記解
除状態を維持する
　ことを特徴とする請求項２に記載の装填位置固定装置。
【請求項６】
　前記第１係合子及び前記第２係合子は、前記引出方向とほぼ直交し互いに反対方向を向
いた平面をそれぞれ有し、前記装填基体が前記装填位置に到達したときに、互いの平面を
当接させる
　ことを特徴とする請求項２に記載の装填位置固定装置。
【請求項７】
　前記第１解除部は、
　前記第１基体に対し、所定の第１回動軸を介して回動可能に設けられたレバー体と、
　前記レバー体を前記第２基体へ近づける方向へ付勢する第１付勢部と
　をさらに具え、
　前記第２解除部は、前記第１係合子又は前記第２係合子の少なくとも一方を、両者の係
合が解除された係合解除位置から両者が係合する係合位置へ向けて付勢させる第２付勢部
をさらに具える
　ことを特徴とする請求項１に記載の装填位置固定装置。
【請求項８】
　前記第２解除部は、前記第１基体側に設けられると共に、前記レバー体に対し所定の第
２回動軸を介して前記第１係合子を回動させ、
　前記第２付勢部は、前記収納基体が前記装填位置から前記引出方向へ引き出される場合
に前記第２係合子が相対的に移動する方向と反対の方向へ、前記第１係合子を付勢する
　ことを特徴とする請求項７に記載の装填位置固定装置。
【請求項９】
　前記第２解除部は、前記第２基体側に設けられると共に、当該第２基体に対し所定の第
２回動軸を介して前記第２係合子を回動させ、
　前記第２付勢部は、前記収納基体が前記装填位置から前記引出方向へ引き出される場合
に前記第１係合子が相対的に移動する方向と反対の方向へ、前記第２係合子を付勢する
　ことを特徴とする請求項７に記載の装填位置固定装置。
【請求項１０】
　前記固定部は、弾性変形可能な材料により、前記第１解除部及び前記第２解除部が一体
に形成されている
　ことを特徴とする請求項１に記載の装填位置固定装置。
【請求項１１】
　前記装填基体から前記収納基体に対し駆動力を伝達する駆動伝達部
　をさらに具え、
　前記第２外力は、前記収納基体が前記装填位置に装填され前記駆動伝達部から前記駆動
力が伝達されるときに、当該駆動力から当該収納基体に加えられる前記引出方向へ向かう
力よりも強い
　ことを特徴とする請求項１に記載の装填位置固定装置。
【請求項１２】
　媒体を内部に収納する収納基体と、
　前記収納基体が所定の装填位置に装填され、又は前記収納基体が当該装填位置から所定
の引出方向へ引き出される装填基体と、
　前記収納基体又は前記装填基体の一方である第１基体側に設けられた第１係合子と、前
記収納基体又は前記装填基体の他方である第２基体側に設けられた第２係合子とを係合さ
せることにより、前記収納基体を前記装填基体の前記装填位置に固定する固定部と、
　前記固定部に設けられ、前記収納基体が前記装填基体の前記装填位置に装填されている
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ときに前記第１係合子及び前記第２係合子を係合させる一方、所定の第１外力が加えられ
た場合に、前記第１係合子及び前記第２係合子の係合を解除させる第１解除部と、
　前記収納基体が前記装填基体の前記装填位置に装填され、前記第１係合子及び前記第２
係合子が係合した固定状態において、前記収納基体に対し前記第１外力よりも強い第２外
力が前記引出方向へ加えられた場合に、前記第２係合子及び前記第１係合子の係合を解除
させる第２解除部と、
　前記装填位置に装填された前記収納基体から繰り出された前記媒体を所定の取出口へ搬
送する搬送部と
　を具えることを特徴とする媒体処理装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　また本発明の媒体処理装置においては、媒体を内部に収納する収納基体と、収納基体が
所定の装填位置に装填され、又は収納基体が当該装填位置から所定の引出方向へ引き出さ
れる装填基体と、収納基体又は装填基体の一方である第１基体側に設けられた第１係合子
と、収納基体又は装填基体の他方である第２基体側に設けられた第２係合子とを係合させ
ることにより、収納基体を装填基体の装填位置に固定する固定部と、固定部に設けられ、
収納基体が装填基体の装填位置に装填されているときに第１係合子及び第２係合子を係合
させる一方、所定の第１外力が加えられた場合に、第１係合子及び第２係合子の係合を解
除させる第１解除部と、収納基体が装填基体の装填位置に装填され、第１係合子及び第２
係合子が係合した固定状態において、収納基体に対し第１外力よりも強い第２外力が引出
方向へ加えられた場合に、第２係合子及び第１係合子の係合を解除させる第２解除部と、
装填位置に装填された収納基体から繰り出された媒体を所定の取出口へ搬送する搬送部と
を設けるようにした。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０７】
　さらに上述した第１の実施の形態においては、爪体３２が爪立姿勢であるときの係合面
３２Ｅ及び被固定部４０の前側面４１を、何れも紙幣収納庫１１の移動方向である前後方
向とほぼ直交する平面状に形成する場合について述べた。しかしながら本発明はこれに限
らず、係合面３２Ｅ及び前側面４１を、他の種々の方向を向いた平面としても良く、或い
は平面以外の種々の形状としても良い。この場合、紙幣収納庫１１が装填位置から僅かで
も後方に位置する場合に、固定部３０を固定状態（図３）から回動させることにより、操
作部３１Ｍの位置によって当該紙幣収納庫１１が装填位置から外れていることを通知でき
れば良い。第２の実施の形態についても同様である。
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